
仕 様 書 

 

 

１ 件   名  放置自転車国外リサイクル売却（単価契約） 

 

２ 履 行 期 間  契約締結日から令和９年（２０２７年）３月３１日まで 

 

３ 履 行 場 所  草加市放置自転車保管所（草加市草加一丁目９０番２ 以下「保管所」と 

         いう。） 

 

４ 売却自転車  草加市自転車の放置防止に関する条例（昭和６３年条例第２６号）第２条 

         における自転車のうち、同条例第１０条第１項に基づき売却をする草加市が 

         指定する対象自転車すべて。 

 

５ 売却予定台数  約５００台（発注を保証する台数ではございません。） 

 

６ 売却予定回数  ２～３回 

 

７ 購入台数の報告等  売却自転車の購入台数を市の指定する期日までに報告し、契約単価に購入 

         台数を乗じた金額に消費税及び地方消費税を加えて、市指定の口座に振り込 

         むこととする。 

 

８ 受注者要件 

  受注者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

 ⑴古物営業法（昭和２４年法律第１０８号）第３条第１項に規定する都道府県公安委員会の 

 許可を受けている者 

 ⑵廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第１４条第１項に規定 

 する都道府県知事の許可を受けている者 

 ⑶輸出先国の取引業者の情報を把握している者 

 

９ 売 却 条 件 

 ⑴売却自転車を保管所で確認し、売却自転車１台当たりの単価を積算すること。 

 ⑵履行内容は、次の事項を行うものとする。 

  ① 保管所で売却自転車を受注者が用意する運搬車（以下「運搬車」という。）に積み込む。 

  ② 売却自転車を保管所から受注者が管理する施設又は作業所（以下「受注者施設」という。） 

   まで輸送する。 

  ③ 売却自転車を国外へ輸出する。ただし、国交のない国への輸出は禁止する。 

 ⑶運搬車は、放置自転車保管所への入出庫ができるものとし、環境関係法令を遵守した車両を 

 使用するとともに、売却自転車を運搬する際には、道路交通法等の関係法令を遵守し、落下事 

 故がないよう安全確保に努めること。 

 ⑷売却自転車に貼られている防犯登録番号のシールは必ず剥がすこと。また、売却自転車に記 

 入されている氏名及び住所等の個人情報も必ず抹消すること。 

 ⑸管理者施設に搬送した売却自転車を国外へ輸出するまでの間、保管及び管理している自転車 

 について、盗難及び火災等がおきないように十分注意し、受注者の責任において、適正に保管 



 及び管理をすること。 

  また、管理者施設においても、火器の取り扱いや第三者による放火により、出火することの 

 ないように十分注意すること。 

 ⑹輸出ができなかった売却自転車及びその他の付属物は、受注者の責任において、廃棄物の処 

 理及び清掃に関する法律を遵守し、適正に廃棄処分を行い、国内で流通することがないように 

 すること。 

 ⑺売却自転車の輸出に当たり、次の事項を遵守すること。 

  ①  国内外でのトラブル及び輸出先国における整備や販売等に伴うトラブルが生じた際には、 

   発注者の責任において処理すること。 

  ②  売却自転車の輸出に当たり、古物営業法第１６条に規定する帳簿及びその他会計帳簿等 

      の必要な帳簿を整備し、市が必要と認めた場合は、当該帳簿等を閲覧又は提出に応じるこ

   と。 

 

10 履 行 日 時 

 ⑴市の指定した日（土曜日、日曜日及び祝日を除く）とする。 

 ⑵午前１０時から午後５時までの間に保管所から売却自転車を搬出すること。 

 

11 作 業 計 画 

 ⑴市は履行日を１０日前までに指示するものとする。 

  ⑵売却対象台数に変更が生じた場合は、履行日前日の午後５時までに市から受注者に電話連絡 

 をする。 

  ただし、履行日当日に売却対象台数の変更が生じた場合は、その変更数は数台程度とする。 

 

12 提 出 書 類 

  ⑴契約時 

   ① 古物営業法第３条第１項に規定する都道府県公安委員会の許可書の写し 

   ② 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第１項に規定する都道府県知事の許可書の 

    写し 

   ③ 輸出を予定する国の取引業者の情報が確認できる書類 

  ④ その他、市が別に提出を求める書類 

  ⑵業務終了時 

   ① 業務完了報告書（国外輸出台数、輸出先等を記入したもの） 

    ② 税関の輸出許可書の写し 

  ③ 船荷証券の発行を受けた場合は、その写し 

  ④ 関税法（昭和２９年法律第６１号）第６８条第１項に規定する仕入書がある場合は、そ 

   の写し 

  ⑤ 売却自転車を運搬車に積み込む前後の写真 

   ⑥ 管理施設に売却自転車を輸送した写真 

  ⑦ 輸出用コンテナに積み込む前後の写真 

   ⑧ その他、市が別に提出を求める書類  

 

13 そ の 他 

 ⑴業務履行に際して要する経費は、全て受注者の負担とする。 

 ⑵受注者は、業務の遂行に際し、車両や歩行者等の通行に十分注意を払うこと。 



  また、器物等を損壊した場合には、受注者の責任において原形に復すとともに、市に事故等 

 の内容を速やかに報告すること。 

  なお、受注者は、発生した全ての事故等の責任を負い、これを解決すること。 

 ⑶保管所での作業時及び売却自転車を搬出する際は、必ず撤去管理総括責任者、保管所リーダ 

 ーまたは保管所サブリーダーの立会いのもとで実施すること。 

  売却対象自転車の指定は、撤去管理総括責任者、保管所リーダーまたは保管所サブリーダー 

 の指示に従い、引き渡し後の責任は、受注者が負うものとする。 

  ⑷保管所に運搬車を駐車する際は、保管所内の自転車の移動等に支障ないよう駐車するととも 

 に、来所者に配慮して、必ずエンジンを停止するものとする。 

 ⑸市は、必要に応じて管理者施設及び９－(6)の廃棄処分先の立入調査をすることができる。 

  ⑹業務上知り得た事項を漏らしてはならない。 

  ⑺草加市政における公正な職務執行の確保に関する条例（平成１９年条例第１６号）第６条及 

 び草加市が締結する契約からの暴力団排除措置要綱（平成８年告示第１５５号）第９条の規定 

 に基づき、次の事項を遵守すること。 

  ① 受注者及び受注者の下請業者が、不当要求行為を受けた場合又は不当要求行為による被 

   害を受けた場合若しくは被害が発生するおそれがある場合は、市長に報告するとともに、 

   所轄の警察署に通報すること。 

    ② 受注者は、市及び所轄の警察署と協力し、不当要求行為の排除対策を講じること。 

 ⑻草加市環境マネジメントシステムに基づく取組に協力すること。 

  ⑼業務の実施に当たっては、人権を尊重するとともに、業務に関わる者が人権に配慮すること 

 ができるよう努めること。 

  ⑽仕様書に疑義が生じた場合は、担当課と協議すること。 

 

14 問 合 せ 先 

  ア 仕様書の記載内容に関すること（契約締結前） 

    草加市役所 契約課 

    電話 ０４８－９２２－１１２９（直通） 

   

  イ 契約締結後の問合せ先 

    草加市役所交通対策課交通政策係 濱本 

    電話 ０４８－９２２－１６８５（直通） 

 


